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論文内容の要旨
本論文は大規模地震に対する構造用鋼材の耐震安全性を高めるための材質設計指針を得ることを目的として、動的
荷重下または大歪変形下での鋼材の破壊挙動を解明すると共に、望ましいミクロ組織形態のあり方を検討したもので
ある o 研究の対象とする破壊現象として、大きな塑性歪を伴う動的・繰返し荷重による延性き裂の発生・成長、更に
は脆性破壊への遷移挙動に注目し、実験及び有限要素法を用いた応力・歪解析を行い、 MnS 介在物やパーライト分
率などの組織因子と破壊挙動との関連性を解明し、材料開発の方向性に関する基礎的知見を得ている。
本論文は全 8 章より構成されており、その内容は以下の通りである。
第 1 章は緒論であり、近年の地震被害で見られた構造用鋼材の脆性破壊の原因、更には動的負荷または大歪変形を
受ける場合の構造用鋼材の変形・破壊挙動に関するこれまでの研究を概説し、構造用鋼材の耐震安全性を高めるため
の課題の抽出と本研究の目的を示している o
第 2 章では、鋼材の動的載荷における基本的材料特性を定量化する目的から、広範囲な強度範囲の構造用鋼材の引
張特性に及ぼす動的負荷の影響を明らかにし、歪速度・温度パラメータ R を用い任意温度・任意歪速度での鋼材の
応力一査関係が簡易に評価できるような定式化を行っている。
第 3 章では、動的荷重下での構造用鋼材の延性脆性選移挙動を調査し、切欠き延性の高い鋼材は動的荷重時の温度
上昇のため延性脆性遷移温度が上昇しないことを明らかにし、鋼材の介在物量の低減が脆性破壊遷移温度の低下に有
効であることを明らかにしている。
第 4 章では、切欠付き丸棒試験片を用いた単調及び繰返し載荷実験を行い、延性き裂発生は試験片内部発生型と表
面発生型の三つがあり、そのき裂発生位置における応力・歪についての有限要素法による数値解析を実施して、単調
載荷あるいは繰返し載術での延件.き裂の発生限界特性、更にそれに及ぼす鋼材組織の影響などについて検討を行って
いる。
第 5 章では、延件.き裂発生後の繰返し負街によるき裂進展挙動に着目し、各種ミクロ組織を持つ鋼材の切欠き付丸
棒試験片を用いた繰返し載荷実験におけるき裂進展挙動の観察から、き裂進展特性へのミクロ組織の影響を明確にし
ている。
第 6 章では、延性き裂発生限界が負術過程におけるボイドの発生・成長との関係を明確にするために、ダメージメ
カニックスに基づく Gurson モデルを適用した数値解析を実施し、延性き裂発生条件をボイド体積率の観点から評価
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し、限界ボイド率に基づく評価の妥当性を明らかにすると共に、その限界ボイド体積率に及ぼすき裂発生部の応力三
軸度と MnS 介在物の影響を明らかにしている。
第 7 章では、鋼材のパーライト分率及び組織伸展度の異なるフェライト・パーライト鋼を用いた切欠丸棒試験によ
り、延性き裂発生限界に及ぼす組織の影響を実験的に解明すると共に、ミクロ組織形態をモデル化した解析手法によ
りき裂発生部の応力・査状態またはボイド体積率と組織形態の関係を詳細に解析し、パーライト間隔などの制御の有
効性など、耐震性に優れた鋼材開発への基本的考え方について議論を加えている o
第 8 章は総括であり、本研究の成果をまとめている。
論文審査の結果の要旨
兵庫県南部地震などでの鋪構造物の破壊事例から見ても耐震性に優れた構造と共に、その構造設計が活きる構造用
鋼材の開発が望まれる。建築鉄骨に代表される鋼構造物での地震時における脆性破壊事例の多くは、応力集中部から
の延性き裂発生・成長後に脆性破壊に選移している。このような観点から、鋼材の延性き裂発生特性を明らかにする
こと、更には、そのき裂発生特性が材料のどのような組織因子に支配されるかを明確にすることは、材料開発の観点
から重要なことである o 本研究は、特に激震時に構造物に発生する延性き裂に注目し、その破壊限界に及ぼす材料的
要因を明らかにすることで、耐震性に優れた構造用鋼材のあり方についての基礎的知見を得ょうとするものである。
本論文での主たる新しい着目点と得られた結論をまとめると、
(1)鋼材の動的載荷における延性脆性遷移挙動は、鋼材が破壊するまでの変形レベルに応じた変形による温度上昇の
影響が大きく、その挙動が温度・歪速度パラメータ -R によって支配されることを広範囲な強度レベルを持つ
鋼材を用いて実験的に示し、更に、その選移挙動が鋼材の介在物量の影響を大きく受けることを明らかにし、材
料開発に向けた基礎的知見を得ている。
(2)応力集中源を持つ鋼材の延性き裂発生は、き裂が材料の内部から発生する場合と、材料の表面から発生するとき
の二つの場合があり、そのような場合の延性き裂発生限界評価には、従来から用いられている塑性歪と応力多軸
度に注目した二パラメータクライテリオンを、単純に適用するには問題が生じることを明確にし、鋼材の変形に
よるポイドの成長や変形による新たな二次ボイド生成を考慮した評価の必要性を総合的に指摘している。
(3)大変形下における応力・査挙動の解析には、ボイドの発生・成長の評価できる Gurson モデルに基づく解析が重
要であることを考察し、更に、試験片内部き裂発生支配型の破壊と表面き裂発生支配型の二つの場合は、それぞ
れボイド成長支配型及び新たなボイド発生支配型に対応することなどを、 Gurson モデルを用いた解析によって
明らかにするとともに、限界ボイド率を指標とすることで統一的に評価できることを新しく明確にしている。
(4)更に、フェライト・パーライト二相組織鋼を取り上げ、 MnS の形状、パーライトの分率と間隔の二次ボイドの
発生挙動への影響について、 Voronoi 型単位セルモデルを用いた数値解析手法を適用して考察し、ミクロ組織
形態の変化がボイド発生限界に及ぼす影響についての基礎的知見と、それらを評価するための手法について明確
にしている。
以上のように、本論文では、地震時のような大変形・動的・繰返し載荷を受けるときの、構造用鋼材の延性き裂発
生限界評価と、延性き裂発生限界へのミクロ組織形態の影響についての知見を得ている。更に、破壊特性評価へのミ
クロ組織のモデル化手法とその注目すべき指標について明らかにすると共に、今後の鋼材開発に一つの指針を与えて
いる。その成果は、材料生産工学、あるいは材料強度学などの発展に寄与するところが大であるo
よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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